Ⅱ　生活場面「学ぶ」
１．現況と10年後のめざすべき姿
	【めざすべき姿】
障がいのある人が本人のニーズに基づき、障がいのない人と同じ場で学んでいる
【現状の評価と課題】（Ｐ. １２６～Ｐ. １２７参照）
　大阪府では、すべての幼児児童生徒が「ともに学び、ともに育つ」ことを基本に教育を推進するとともに、障がいのある幼児児童生徒一人ひとりの多様なニーズに応じたきめ細かな教育を推進してきました。その結果、小中学校で障がいのある児童生徒と障がいのない児童生徒がともに学ぶ機会は全国と比べて多くなっており、高等学校においても、ともに学ぶための先進的な取組みが進んでいます。一方で、大阪府立知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率が全国平均を下回っているとの課題があります。
　現在、児童生徒・保護者の意識やニーズは多様化しており、この多様化したニーズに対応できるよう、国の動きもふまえながら、児童生徒の可能性を伸ばす就学環境をさらに整備するとともに、本人や保護者の意向を尊重することを再確認し、障がいのある児童生徒に多様な進路選択を提供していくことが必要です。
　また、発達に課題のある幼児・児童が、早期に地域で質の高い療育を受けることができるよう、未就学児から就学児まで一貫した療育、教育の充実を図るため、関係機関の連携も図っていきます。
　さらに、学校卒業後においても、日常生活や社会生活への対応力や職業能力・技能を身につけ、地域社会の一員として、自立生活が送れるよう支援します。



２．個別分野ごとの施策の方向性
（１）早期療育を受ける
1 乳幼児健康診査の受診率向上と健診後の支援の充実
○　障がいや発達の遅れを早期に発見するため、乳幼児健診の受診率の向上に努めるとともに、健診において「要支援」と判定された乳幼児への支援を行います。
②療育支援の充実
○　身近な地域で障がいの受容への支援を含め療育指導・相談等が受けられるよう、障がい児及びその保護者に対する相談支援体制を充実します。また、市町村単位で障がい児関係機関ネットワークを構築します。

	【数値目標（平成29年度）】

　・障がい児関連施策地域連絡協議会設置市町村数：41（指定都市を除くすべての市町村）
・障がい児相談支援実施市町村数：43（すべての市町村）


○　障がい児が身近な地域で療育等を受けることができるよう、児童発達支援、放課後等デイサービスを行う事業所の確保に努めるとともに、市町村と連携し、保育所等訪問支援を行う事業所の拡大に努めます。

○　さらに、障がい児相談支援、保育所等訪問支援を合わせて行う、地域の中核的な療育支援施設である児童発達支援センターを設置する市町村を支援します。

	【数値目標（平成29年度）】

・保育所等訪問支援実施事業所数：50事業所（指定都市を除く）

・児童発達支援センター設置市町村数：33（すべての市）


③発達障がいのある幼児児童に対する支援
○　乳幼児健診において、発達障がいの早期発見・早期発達支援へつなぐため、平成２５年度に策定した『発達障がいの早期発見のための問診項目』について、市町村への早期普及を図るとともに、保健師に対する研修を充実します。

また、注視点検出による社会性発達の評価補助装置として開発されたゲイズファインダーの乳幼児健診での活用について検討します。

	【数値目標（平成28年度）】

・「発達障がいの早期発見のための問診項目」を取り入れた問診票へ改訂した市町村数

：43（すべての市町村）


○　市町村と連携し、幼稚園教諭・保育士を対象として、発達障がいのある子どもへの適切な支援及び小学校等の関係機関へのつなぎ力の強化を図るための研修を充実します。

○　医師の発達障がいに対する理解を深めるとともに、発達障がいの診断ができる医療機関を確保するため、小児科医等を対象として臨床における実習も含めた体系的な研修を実施するとともに、医療機関情報の整備を進めます。
○　発達障がい児に対する医療的ケア（入院、外来治療）や相談支援を実施します。
○　市町村において、質の高い専門的な療育支援や家族支援を行うことができるよう、各二次医療圏に配置した発達障がい児療育拠点の人材育成機能を活用し、児童発達支援センターや児童発達支援事業所等に対する人材育成や機関支援等を行います。
	【数値目標（平成2９年度）】

・発達障がい児に対する専門療育の実施市町村数：43（すべての市町村）


○　発達障がい児の保護者が子どもへの効果的な対応方法を学ぶペアレント・トレーニングの実施や発達障がい児の保護者が相談相手となり、他の発達障がい児の保護者を支援するペアレント・メンター等の養成に取り組みます。

	【数値目標（平成27年度）】

・ペアレント・トレーニングインストラクター養成：80名

・ペアレント・メンター等の養成：60名


（２）教育を受ける
①幼児教育の充実
○　幼児段階の幼稚園、保育所、認定こども園等において、障がいのある幼児と障がいのない幼児がともに遊び、学ぶ機会を拡充します。
○　幼稚園、保育所、認定こども園等において、「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」を充実し、小学校に支援情報を適切に引き継ぐよう小学校と連携を図ります。
②小・中学校教育の充実
○　義務教育段階においては、地域の小・中学校でともに学ぶことの意義を十分に認識し、本人や保護者の意向を最大限尊重し、通常の学級や支援学級において適切な教育を受けることができるよう、授業づくりや集団づくり等、個々の児童生徒の状況に応じた教育内容の充実を図ります。
　　また、看護師等の配置を促進することにより、医療的ケアを必要とする児童生徒が、通常の学級や支援学級で学ぶ環境づくりを支援します。
○　通常の学級に在籍しながら適切な支援を受けることができる通級指導教室
の充実を図ります。
	　《参考》通級指導教室の状況
平成22年度 小学校122教室　中学校43教室　合計165教室
平成23年度 小学校122教室　中学校43教室　合計165教室
平成24年度 小学校158教室　中学校45教室　合計203教室
平成25年度 小学校165教室　中学校48教室　合計213教室
平成26年度 小学校165教室　中学校48教室　合計213教室


○　障がいのある児童生徒に関わる教員の資質向上を図り、障がいに対する専門的知識を取得できるよう研修を充実します。特に発達障がい等に関する研修を充実します。
○　障がいのある児童生徒が安全かつ円滑に学校生活を送ることができるよう、施設・設備のバリアフリー化を推進します。
③後期中等教育の充実
○　大阪府立高等学校入学者選抜の受験に際しては、障がいがあるという理由で、高等学校に就学する機会を失うことのないよう、点字受験、学力検査時間延長などの受験上の配慮を行います。

また、私立高等学校の受験に際しては、障がいがあるという理由で、高等学校に就学する機会を失うことのないよう、受験時における配慮について私学団体を通じて私立学校に要請します。
○　高等学校においては、学習支援員等の配置など、障がいのある生徒の教育の充実を図ります。
　　また、障がいのある生徒が在籍する高等学校において、医師、看護師、臨床心理士、理学療法士や作業療法士などの専門的知識を持つ人材を配置します。
○　大阪府立高等学校における知的障がいのある生徒の学習機会の充実を図るために設置された「自立支援推進校
」と「共生推進校
」については、これまでの「ともに学び、ともに育つ」教育の成果を府立高校で共有、活用するシステムづくりを行うとともに、知的障がいのある生徒の後期中等教育の教育環境の整備について、今後の大阪の支援教育のあり方と併せて検討を進めていきます。

○　「個別の教育支援計画」をふまえ、将来の進路を主体的に選択できるよう、インターンシップや職場見学会の機会を充実するなど、進路指導を充実します。
④大阪府立支援学校の充実
○　大阪府立知的障がい支援学校の整備について、大規模化・狭隘化の解消など教育環境の改善に向け、「府立支援学校施設整備基本方針」に基づき整備を進めます。
なお、平成26年度以降については、今後の児童生徒数や国の特別支援教育の動向をふまえ検討を進めます。

○　児童生徒の通学確保のため配置している通学バスについて、増車や有料道路の活用を含む効率的なルート設定に努めます。

	【数値目標（平成29年度）】

　・片道の通学バスの乗車時間：乗車時間を60分以内


○　支援学校と小学校、中学校、高等学校等の間において、保護者のニーズや児童生徒の障がいの状況等をふまえ、交流及び共同学習を一層推進します。
⑤就労・自立に向けた教育の充実
○　学校教育において、障がいがあっても仕事ができるという認識や社会で生きる力を育むなどキャリア教育を推進します。

全国平均を下回る大阪府立知的障がい支援学校高等部の卒業生の就職率の向上に向け、取組みを強化します。また、教育、就労、福祉等の関係機関が連携し、卒業生の職場定着を支援します。
	【数値目標】

・大阪府立支援学校高等部における知的障がいのある生徒の就職率：35％（平成29年度）

《参考》平成25年度就職率：26.3％、就職者数：207人


○　特色ある高等部として、学科・コースの設置などについて計画的に整備を進め、生活自立や就労を通じた社会的自立など生徒の多様なニーズに対応します。
知的障がいのある生徒の就労を通じた社会的自立をめざす「職業学科を設置する知的障がい高等支援学校」を増設します。
	【数値目標（平成27年度）】

　・職業学科を設置する知的障がい高等支援学校の整備：３校


○　公共職業安定所や障害者就業・生活支援センターとの連携、自立支援協議会への参画を通じて、就労に関係するネットワークづくりを行い、進路指導を充実します。また、支援学校卒業生が自信を持って社会に出ていけるよう、必要な授業の提供と職場実習を受ける機会を拡充します。
⑥個別の教育支援計画等の充実
○　障がいのある児童生徒一人ひとりの教育ニーズに応じた就学を進めるため、本人や保護者の意向を尊重しながら、就学に関する適切で多様な情報を提供するとともに、就学後も一人ひとりの将来の自立を見据えた教育相談機能を充実します。
○　小学校、中学校のすべての学校で、高等学校では必要のある生徒が在籍している学校で「個別の教育支援計画」を作成します。また、それに基づき作成する「個別の指導計画」について、内容の充実を図ります。

	【数値目標（平成29年度）】

　・「個別の教育支援計画」を作成している小学校及び中学校の割合：100％の維持
　・「個別の教育支援計画」を作成している高等学校の割合：100％
《参考》平成25年度「個別の教育支援計画」を作成している小学校及び中学校の割合：100％

平成25年度「個別の教育支援計画」を作成している府立高等学校の割合：47.1％


⑦大阪府立支援学校のセンター的役割の発揮
○　支援学校が地域の支援教育の充実を推進するセンターとしての役割をより発揮します。
大阪府立支援学校のリーディングスタッフ
が市町村のリーディングチーム
と連携し、「個別の教育支援計画」を軸とした、校種間の支援の連携や地域関係機関との支援ネットワークの構築などに取り組みます。
○　支援学校の教職員の資質向上を図るため、校内外における研修の充実に努めるとともに、支援学校教諭免許の取得を促進し、教員の支援教育の専門性をさらに高めます。
	【数値目標（平成29年度）】

　・特別支援学校教諭等免許保有者の割合：100％

《参考》平成25年度特別支援学校教諭等免許保有者の割合：69.7％


○　大阪府立支援学校の校内体制については、校内組織や施設の整備を行い、来校相談への対応、教育実践、教材教具等の情報提供・共有化を図ります。
	【数値目標（平成29年度）】

　・地域支援室の設置：32校（すべての府立支援学校）

《参考》平成25年度地域支援室の設置：17校


⑧高等教育の充実
○　公立大学法人大阪府立大学において、発達障がいのある学生に対する個別支援を行うよう働きかけます。
（３）地域で学ぶ
○　障がい者の学習意欲に応え、図書館や公民館などの社会教育施設等において学習できる機会を充実します。
○　障がい者の学習の可能性を拡大させるＩＣＴ
を積極的に活用します。
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３．具体的な取組みと目標
	具体的な取組み
	目標

	（１）早期療育を受ける　①乳幼児健康診査の受診率向上と健診後の支援の充実

	○乳幼児健康診査等の実施（地域保健課）

市町村において、乳幼児期の疾患や障がいの早期発見と早期治療・早期療育に結びつける適切な健康診査や保健指導を実施するとともに、虐待予防を含む育児支援にも重点を置いた健康診査の実施を促進します。
　　　・市町村における乳幼児健康診査等
　　　・先天性代謝異常等検査
　また、市町村において実施する乳幼児健康診査等について、受診者の満足度向上や育児支援にも重点を置いた健診が図られるよう、引き続き、保健師の研修などを実施し資質の向上に努めます。

	

	○要支援児童の早期発見と支援の充実（家庭支援課）

市町村の障がい児相談で対応困難な事例や被虐待・養護性の問題を抱えた事例など、より専門的な相談に対応するとともに、市町村における障がい児関係機関ネットワーク会議等への出席を通じて、市町村との連携を強化し、要支援児童の早期発見に努めます。

	

	○保健所における専門的母子保健事業の実施（地域保健課）
　保健所において、医療的ケアを必要とする重症心身障がい児（在宅高度医療児）を中心に身体障がい児・慢性疾患児とその家族に対して、保健師による訪問指導や療育相談等の個別支援と学習会や交流会等の集団支援を実施します。
　また、ＮＩＣＵ等への長期入院児の円滑な退院を促進し、在宅高度医療児に関わる地域医療機関と訪問看護事業所の参入を推進するとともに、関係機関（医療・保健・福祉・教育）のネットワークを構築し、地域での在宅療養支援体制の整備を図ります。


	＜参考＞
H25年度末在宅高度医療児（0～20歳未満）の利用率
在宅医療機関利用48%
訪問看護利用45%

	（１）早期療育を受ける　②療育支援の充実

	○障がい児関係機関ネットワークの充実強化（家庭支援課、地域生活支援課）
　保健、福祉、教育等障がい児に関わる関係機関が連携し、さまざまな課題に対応するため各市町村において構築される障がい児関係機関ネットワークに対して、大阪府から情報提供や相談対応を行い充実強化を図ります。

	目標値（平成２９年度）

障がい児関連施策地域連絡協議会設置市町村数

４１（指定都市を除くすべての市町村）


	○障がい児とその保護者に対する相談支援の充実（家庭支援課、地域生活支援課）
　大阪府子ども家庭センターにおける障がい児相談支援機能を充実するとともに、関係機関に対して障がい福祉サービス等に関する情報提供を積極的に行い、連携強化を図ります。
　障がい児相談支援事業所が確保されるよう、市町村に対して働きかけます。

	目標値（平成２９年度）

障がい児相談支援実施市町村数

４３（すべての市町村）

	○障がい児入所施設における療育指導等の充実（地域生活支援課）　
　障がい児の自立支援及び福祉サービスの向上を促進するため、障がい児の状況に応じた療育の充実を図ります。
　また、障がい児入所施設に対し、サービス向上を図るため、配置基準を上回って看護師等の配置を行った場合に経費を支援します。

	

	○　障がい児通所支援事業の充実（地域生活支援課）

　障がい児が身近な地域で療育等を受けることができるよう、児童発達支援、放課後等デイサービスを行う事業所の確保に努めます。

　また、市町村と連携し、保育所等訪問支援を行う事業所の拡大に努めます。

　さらに、障がい児相談支援、保育所等訪問支援を合わせて行う、地域の中核的な療育支援施設である児童発達支援センターを設置する市町村を支援します。


	目標値（平成２９年度）

・保育所等訪問支援事業所数５０（指定都市を除く）

・児童発達支援センター設置市町村数３３（すべての市）

	○障がい児等療育支援事業の実施（地域生活支援課）
　在宅の障がい児（者）の地域における生活を支えるため、障がい児（者）の支援を行う通所支援事業所、保育所、幼稚園、学校等の職員を対象として、療育指導・相談に係る助言・指導・研修等を実施します。
	

	○視覚障がい幼児の地域における療育指導等の充実（家庭支援課）
　視覚障がい幼児を養育している家庭等に対して、次の事業を行い視覚障がい幼児の発達支援と福祉の向上に努めます。
・電話相談による育児指導
・専門施設への通所によって幼児の生活技術と社会性を向上させる等、自立に向けた支援
・保護者等に対する養育技術の向上のための研修

	

	（１）早期療育を受ける　③発達障がいのある幼児児童に対する支援

	○発達障がいの早期発見の取組み（地域生活支援課）

　乳幼児健診におけるスクリーニングの精度を上げるため『発達障がいの早期発見のための問診項目』を策定し、市町村乳幼児健診問診票への導入を進めます。また、乳幼児健診に従事する保健師等への研修を通じて、発達障がいの早期発見のための人材育成を行います。

　ゲイズファインダーの市町村でのモデル実施を通じて、乳幼児健診での活用について検討します。

市町村と連携しながら、幼稚園教諭・保育士を対象とし、発達障がいのある子どもへの適切な支援及び小学校等の関係機関へのつなぎ力の強化を図るための研修を充実します。


	目標値（平成２８年度）

乳幼児健診問診票に「発達障がいの早期発見のための問診項目」を導入した市町村数

４３（すべての市町村）

目標値（平成２７年度）

保健師研修受講者数６００名
目標値（平成２７年度）

研修により各園の中核となるスタッフ数

・幼稚園教諭１２０名

・保育士８０名



	○発達障がいにかかる診断医療機関の確保（地域生活支援課）
　適切な発達障がいの診断を行うことができる医療機関を確保するため、医師に対して臨床における実習を含めた体系的な研修を実施するとともに、医療機関情報の整備を進めます。


	目標値（平成２７年度）

研修受講者数５０名

	○発達障がい児に対する医療的なケアや相談援助の実施（地域生活支援課、地域保健課）
　情緒や行動上の問題・不登校・チックなどの神経症児、喘息や下痢・嘔吐などの心身症や、親子関係上の問題など、さまざまな精神科的治療を必要とする子どもたちや家族を対象に、入院、外来治療と精神発達全般にわたる相談援助を実施している大阪府立精神医療センターたんぽぽにおいて、引き続き、発達障がい児に対する医療的なケアや相談援助を実施します。

	

	○発達障がい児療育の充実（地域生活支援課）
　地域の児童発達支援センターや児童発達支援事業所等において質の高い専門療育や家族支援が行われるよう、各二次医療圏にある専門療育を実施する発達障がい児療育拠点による機関支援や研修などを行います。

また、市町村が設置する児童発達支援センター等において、発達障がい児が専門療育を受けることができるよう市町村を支援します。

　さらに、家族支援の充実として、発達障がい児の保護者が子どもへの効果的な対応方法を学ぶペアレント・トレーニングの実施や発達障がい児の保護者が相談相手となり、他の発達障がい児の保護者からの相談を受けるペアレント・メンター等の養成に取り組みます。
発達障がい児者がライフステージの変化に影響されることなく継続した支援が受けられるよう、市町村や支援者向けに「発達障がいのある方のための支援の引継ぎの手引き」を作成します。

	目標値（平成２９年度）

発達障がい児に対する専門療育の実施市町村数

４３（すべての市町村）

目標値（平成２７年度）

・ペアレント・トレーニングインストラクター養成８０名

・ペアレント・メンター等の養成６０名

	○大阪府発達障がい者支援センターの機能強化（地域生活支援課）
大阪府発達障がい者支援センター（アクトおおさか）では、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障がい、学習障がい（ＬＤ）、注意欠陥多動性障がい（ＡＤＨＤ）などの発達障がいのある人及びその家族、関係機関、関係施設に対して下記事業を行います。
▼相談支援事業

▼コンサルテーション事業

発達障がい者が利用する施設、事業所、就労支援機関等の支援現場を訪問し、発達障がい者への対応や支援上の課題について、具体的なアドバイスを行います。

▼普及啓発・研修事業

医療、福祉、教育、保健、保育、労働等の関係施設、関係機関の職員に対して自閉症等の発達障がいの理解と支援のための研修を行います。

▼就労支援

アセスメント、支援計画の立案、就職活動の支援、フォローアップまで、関係機関との連携や支援サービス、制度を活用しながら就労に向けての支援を行います。　

	

	（２）教育を受ける　①幼児教育の充実

	○障がい児受入れに対する幼稚園への支援（私学・大学課）
私立幼稚園における障がい児の積極的な受入れを促進し、就園する障がい児の教育の充実を図るため、障がい児が在園する私立幼稚園に対し助成します。

	

	○障がいのある幼児の指導（支援教育課、小中学校課、私学・大学課）

家庭や関係機関と連携し、乳幼児期から学校卒業後までを見据えた、「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」を作成し、障がいのある幼児一人ひとりのニーズに応じたきめ細かな支援の充実を促進します。

すべての障がいのある幼児が、義務教育段階へスムーズに移行できるよう、幼稚園・保育所と小学校との連携について、より一層の充実を図ります。


	　

	（２）教育を受ける　②小・中学校教育の充実


	　就学に関する適切で多様な情報を提供し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた就学を進めます。本人や保護者の意向を最大限尊重した就学相談・指導が行えるよう、市町村教育委員会に対して適切な指導・助言を行うとともに、就学後の継続した相談機能の充実を図るよう働きかけます。

	

	○医療機関との連携による医療的ケアへの支援（支援教育課）
　児童生徒の障がいの重度重複化・多様化に対応するため、市町村立小・中学校において、医療的ケアの必要な児童生徒が安全に、かつ安心して学校生活が送れるよう、看護師配置の促進に努めるとともに、医療機関と連携を図ります。

	　

	○通常の学級の充実（小中学校課）
　児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じて適切な指導と必要な支援を行います。
　また、障がいのある児童生徒と障がいのない児童生徒の相互理解を深めるため、交流及び共同学習のより一層の充実を図ります。


	目標値

全小・中学校において、「ともに学び、ともに育つ」教育の推進のために、障がい理解教育を実施



	○通級指導教室の充実（支援教育課、高等学校課）
　通常の学級に在籍する障がいのある児童生徒への指導・支援の充実を図るため、小・中学校の通級指導教室の設置を推進します。
　また、発達障がい等の児童生徒の通級指導を行う際には、校内委員会等において、その必要性を十分に検討した上で実施するよう指導するとともに、通級指導の意義及び役割をふまえた適正な教員配置や、教員の資質向上に向けた研修等の実施に努めます。

	《参考》

（平成22年度）

小学校122教室

中学校　43教室
（平成23年度）

小学校122教室

中学校　43教室

（平成24年度）

小学校158教室

中学校　45教室
<平成25年度>

小学校 165教室

中学校 48教室
<平成26年度>

小学校 165教室

中学校 48教室



	○障がい理解に関する研修（小中学校課、高等学校課）
小・中学校の教員に対し、障がい者や障がいに対する理解に関する研修を実施し、実践交流や学識経験者による講演等を通じて教員の資質向上に努めます。


	≪参考≫

平成25年度実績（平成25年6月14日実施）

小学校150名、中学校84名、高校91名、市町村教育委員会19名　計344名参加


	○公立小中学校の教育環境の整備（施設財務課）
　障がいのある児童・生徒が学校生活を安全かつ円滑に送ることができるよう、公立小中学校の福祉整備の促進について、働きかけを行い学習環境の整備に努めます。


	　

	（２）教育を受ける　③後期中等教育の充実

	○高等学校入学者選抜における受験上の配慮（高等学校課）

受験者が普段の実力を発揮できるよう障がいの状況に応じて、別室受験、パソコン等の機器使用、介助者の配置など、受験方法の改善について工夫します。

	

	○高等学校に在籍する障がいのある生徒の教育の充実及び教育環境の整備(高等学校課、施設財務課）
　高等学校に在籍する障がいのある生徒の教育の充実をめざし、校内組織のあり方、教育課程の編成、教育条件整備のあり方の検討を進め、具体化します。
　さらに、卒業後の進路支援に向けて、関係部局・機関との連携を進めます。
 障がいのある生徒が興味関心に応じ、学校を選択できるとともに、学校生活が円滑にできるよう高等学校施設の福祉整備を推進します。
　高等学校施設において、障がいのある生徒の学習活動に支障がないよう、エレベーターの整備、手摺り設置、スロープ設置、トイレ改修などのバリアフリー化に努めます。

	目標値（平成２９年度）

全府立高等学校において「個別の教育支援計画」の作成


	
	

	○高等学校における知的障がいのある生徒の受入れ推進（支援教育課）
　知的障がいのある生徒が高等学校で「ともに学び、ともに育つ」取組みである自立支援推進校と共生推進校について、これまでの成果と課題を踏まえながら教育環境の一層の充実を図ります。
　また、自立支援推進校・共生推進校の志願倍率を公立高校前期入学者選抜の平均倍率に近づけるよう、計画的に整備していきます。
《参考》自立支援推進校及び共生推進校の状況
　　
H18
　
　
→
　
　
H23
H24
H25
H26

H27
設置校数
自立支援推進校
9
9
9
9
9
9
共生推進校
1
4
4
5
6
8
募集人数
自立支援推進校
23
27
27
27
27
27
共生推進校
2
12
12
15
18
24

	目標値（平成２９年度）
公立高校前期入学者選抜の平均倍率１．４４倍に近づける



	○高校に在籍する生徒の精神保健・精神疾患への理解と配慮（高等学校課）

精神疾患を含め、個々の障がいについての理解を深めるため、教職員研修などの機会の充実に努めます。


	

	○高校に在籍する障がいのある生徒の進路指導の充実（高等学校課）

障がいのある生徒が、将来の進路を主体的に選択できるよう、インターンシップや職場見学、大学見学等の機会を含め、進路指導の充実を図ります。


	

	○障がいのある生徒の高校生活の支援（高等学校課）

　高等学校に在籍する障がいのある生徒の学校生活を支援するため、臨床心理士をエキスパート支援員として全校に配置するとともに、生徒一人ひとりの障がいの状況に応じた学校生活支援を行う学校生活支援員を配置します。


	

	○自立支援推進校等のノウハウを活用した高等学校における支援教育力の充実（支援教育課）

　自立支援推進校等のノウハウを地域の高等学校で共有し、府立高等学校に在籍する障がいのある生徒への教科指導等の充実を図ります。


	

	（２）教育を受ける　④大阪府立支援学校の充実

	○支援学校の教育環境の整備（支援教育課）
　 府立知的障がい支援学校の児童生徒数の増加に対応するため、府内４地域で、新校各１校を整備するなど、教育環境の充実を図ります。

　


	目標値（平成２７年度）
知的障がい支援学校４校の整備
（豊能・三島地域）平成２５年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（泉北・泉南地域）平成２６年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                                                                                                                        （北河内地域）平成２７年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（中河内・南河内地域）平成２７年度


	○支援学校の通学対策の充実（支援教育課）
　支援学校における通学バスの長時間乗車の解消に向け、通学バスの増車や有料道路の活用を含む効率的なルート設定に努めます。

	目標値（平成２９年度）
全児童生徒の乗車時間を６０分以内とする


	○支援学校の教育の充実、個別の教育支援計画の作成・活用の促進（支援教育課）
　保護者の意向や、児童生徒の障がいの状況を十分ふまえ、入学前の療育・教育機関との連携や卒業後を見据えた長期的な指導ができるよう「個別の教育支援計画」等を活用しながら、児童生徒一人ひとりの障がいの状況に応じたきめ細かな教育を実施します。

　障がいのある児童生徒と障がいのない児童生徒の相互理解を深めるため、交流及び共同学習をより一層推進します。　


	　

	○支援学校の自立活動等の充実（支援教育課）
福祉医療関係の専門的知識を持つ人材である、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士に加え、臨床心理士を特別非常勤講師として配置し、自立活動等における指導・助言を行います。


	

	（２）教育を受ける　⑤就労・自立に向けた教育の充実

	○支援学校の就労支援の充実（支援教育課）
　就労にチャレンジする生徒の底辺拡大を見据えて、府立知的障がい支援学校に職業コースを設置し、支援学校高等部の職業教育の充実を進めるとともに、国・府・市町村の各事業の情報提供など支援の充実を図ります。
　「個別の教育支援計画」「個別の移行支援計画」を活用し、福祉や労働など関係機関との連携を深め、一人ひとりが地域社会で自立して生活していくことを念頭に、卒業後の就労状況の確認やアフターフォロー等を含めた支援を行います。

	目標値（平成２９年度）
・府立知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率

３５％


	
	

	○職業学科を設置する知的障がい高等支援学校の整備（支援教育課）
　府内３地域に整備する新校に、知的障がいのある生徒の就労を通じた社会的自立をめざす「職業学科を設置する知的障がい高等支援学校」を併設します。

	目標値（平成２７年度）
職業学科を設置する知的障がい高等支援学校３校の整備　　                                                                                                                                                                                                                                          （豊能・三島地域）平成２５年度

（泉北・泉南地域）平成２６年度

（北河内地域）平成２７年度


	○障がい児進路選択支援事業の実施（地域生活支援課）
障がい児が支援学校等（府立支援学校高等部、府立高等学校知的障がい生徒自立支援コース・共生推進教室）在学中の夏休み等に、就労移行支援事業所を利用した短期間の就労体験を受けることで、卒業後の進路選択を支援し、障がい児の自立を促進します。

	

	○就労に向けた支援学校と関係機関の連携（支援教育課）
支援学校は市町村の自立支援協議会等へ参画し、地域の関係機関とさらなる連携を進めます。就労に関わる、職場開拓・就労後の定着支援・安定して地域で暮らすために必要なサービスの活用について、生徒の在学中からセーフティーネットワークの構築を公共職業安定所や障害者就業・生活支援センター、福祉機関等と協働します。
また、地域で自立して生きる社会人への移行をスムーズに行えるよう「個別の移行支援計画」の作成を行い、卒業後を見据えたキャリア教育プログラムの中に主体的に関係機関を活用できるような進路学習の設定や、生徒に応じた職場実習を設定します。

	

	○視覚障がいのある生徒の就労に向けた支援（支援教育課）

大阪府立視覚支援学校の校舎改築にあたり、教育環境の整備を図るとともに、視覚障がい者の社会参加と自立を促進する教育課程への再編を行い、教育内容の充実を図ります。


	

	（２）教育を受ける　⑥個別の教育支援計画等の充実

	○支援学級の充実、個別の教育支援計画の作成・活用の促進（支援教育課）
一人ひとりの障がいの状態や教育的ニーズにきめ細かく対応するため、障がい種別ごとに小・中学校に支援学級を設置し、個別の教育支援計画を活用した交流及び共同学習の推進に努めます。支援学級を学校の中心に位置づけ、「ともに学び、ともに育つ」教育を一層推進します。
障がいのある幼児児童生徒一人ひとりのニーズに応じたきめ細かな指導や一貫した支援の充実に向け、本人や保護者の意向を尊重しながら、「個別の教育支援計画」の作成・活用の促進を図ります。

	目標値
小・中学校支援学級における「個別の教育支援計画」の作成率

１００％の維持

	（２）教育を受ける　⑦大阪立支援学校のセンター的役割の発揮

	○支援学校のセンター的機能の充実（支援教育課）
　支援学校が、地域における支援教育のセンター的機能を発揮し、市町村教育委員会や小・中学校等だけではなく、医療・労働・福祉等の関係機関との連携強化を図りながら、地域支援体制の整備に努めます。
　地域支援にあたる支援学校教員の専門性の向上に向け、さらなる校内外の研修の充実、「特別支援学校教諭免許」の保有率の向上を図ります。また、来校相談等に対応する地域支援室を整備するなど、校内組織体制の充実を図ります。

	目標値（平成２９年度）
・「特別支援学校教諭等免許」の保有率　１００％

・地域支援室の設置

全府立支援学校（３２校）

	（２）教育を受ける　⑧高等教育の充実

	○大阪府立大学における障がい者への支援等（私学・大学課）
障がい者の大阪府立大学への就学機会の確保や、障がいのある学生が円滑に学内活動を行うことができるようにするために、入試上の配慮や就学上の支援、教育環境の整備、障がい者についての理解・啓発を進めるための教育・研究の充実に取り組む公立大学法人大阪府立大学に対し、働きかけを行います。
・障がい者に対する就学上の事前相談の実施並びに入試問題の点字による出題など障がいに応じた入試上の配慮

・人間社会学部社会福祉学科（平成２４年４月～地域保健学域（教育福祉学類））での障がい者特別選抜入試の実施

・ノートテイカー配置など障がいのある学生に対する就学上の支援

・トイレ改修やスロープ設置など教育環境の整備

・学生に対する障がい者についての理解・啓発を進めるための教育や研究の実施

・社会福祉実践機関や保健医療福祉機関等の専門職員や研究者の養成

	　

	（３）地域で学ぶ

	○障がい者の学習機会の充実（地域教育振興課）

大阪府及び市町村の社会教育関係者等に対して研修を行い、身近な地域において障がい者の学習機会を充実させる企画を推進する人材の育成や、障がい者が学習しやすい環境整備を進めることの重要性の啓発に努めます。
　また、ホームページ等を活用して、人権教育啓発教材などを提供するとともに、障がい者が参加しやすい講座等の学習機会が実施できるよう参考となる情報の提供に努めます。


	

	○社会教育事業における理解・啓発の推進（地域教育振興課）
　府立の社会教育施設において、障がい者や障がいに対する理解を推進する取組みを実施します。

・大阪府立少年自然の家において、障がいのある子どもとその保護者がともに学べる事業を実施

・大阪府立中央図書館において、視覚障がい者及び盲ろう者のパソコン利用相談への対応

また、大阪府及び市町村の社会教育関係者等に対して、参加体験型の研修を行い、図書館や公民館等社会教育施設において、障がい者が参加しやすい講座等を企画・推進する人材を育成するとともに、地域活動の核となる人材（PTAの役員等）に対し、障がい者や障がいに対する理解を促進することにより、障がい者の学習機会の充実を図ります。
　さらに、府内図書館組織や公民館組織と連携して、図書館や公民館等社会教育施設で障がいのある人が参加しやすい講座や障がいのある人とない人がともに学ぶ機会を充実するよう促します。

	目標値（平成２９年度までの各年度）

・大阪府および市町村の社会教育関係者等を対象に人権教育セミナーを実施（年１回）
・ＰＴＡの役員・市町村の社会教育関係者等を対象に人権教育地区別セミナーを実施（年１回）
・障がいのある子どもとその保護者がともに学べる事業の実施（年１回）


	
	

	○府立の少年自然の家や図書館の充実（地域教育振興課）

府立の少年自然の家や図書館において、だれもが利用しやすい施設となるよう、引き続き、施設機能の充実に努めます。また、ＩCＴ機器やインターネット等を活用して、施設機能ならびにサービスの充実に努めます。
▼点字ブロックの敷設、段差の解消等


▼ホームページのアクセシビリティの向上等
・Ｗｅｂサイトのユニバーサルデザイン化を推進し、蔵書検索システムを障がい者にとって、より使いやすいものへと改良
・インターネットによる情報提供、パソコンの利用相談、蔵書検索と連動した貸出申込み等のサービスの推進
・障がい者にとって図書館利用に役立つＩCＴ活用研修を実施
大阪府立図書館のコンピューターシステムについて、障がい者をはじめだれもが使いやすい環境の整備に努めます。

	

	○学校におけるＩCＴ教育の充実（支援教育課）
　さまざまな学習場面での活用や情報教育、自立活動等における指導を推進するため、障がいのある児童生徒が早い時期からＩCＴを活用した教育を受けることができるよう、情報教育に係る機器やソフトの整備を図るなど、ICT環境の充実に努めます。
　また、支援学校における情報教育に関する指導技術の向上等を図るため、研究協議会や研修等の機会を充実し、児童生徒のＩCＴ活用技術の向上に取り組みます。

	目標値（平成２９年度）

支援学校の教員の授業でのICT活用率
１００％

《参考》

平成25年度　81％

平成24年度　79％



	○学習情報の提供及び教材の整備（地域教育振興課）
　字幕付き視聴覚教材を大阪府視聴覚ライブラリーに配置することなどにより、だれもが利用しやすい学習情報の提供を図ります。

大阪府立中央図書館において、だれもが利用しやすいという観点にたって、学習情報の提供を図ります。
・対面朗読や墨字図書・録音図書の郵送貸出
・視覚障がい者のための墨字図書新着案内（点字版）等による学習図書情報の提供

・大活字本・マルチメディアDAISYの収集・提供
・聴覚障がい者のための字幕及び手話入りビデオ等の収集・提供

	　





【コラム】自立支援推進校（知的障がい生徒自立支援コース設置校）と


共生推進校（共生推進教室設置校）の取組み�


大阪府では、これまで、すべての幼児児童生徒が「ともに学び、とも育つ」教育を基本とし、一人ひとりの障がいの状況に応じた教育を進めてきました。


そのような中、平成17年8月の大阪府学校教育審議会答申「高等学校における知的障がい生徒の受入れ方策について」をふまえ、平成18年度から、高等学校における知的障がいのある生徒の学習機会の充実を図るため、全国に先駆けて「自立支援推進校」及び「共生推進校」を制度化しました。


いずれも、知的障がいのある生徒が高等学校で学ぶ取組みです。「自立支援推進校」は府立高等学校の学科に「知的障がい生徒自立支援コース」を設置し、クラス授業で学ぶことを基本としつつ、知的障がいのある生徒の自立をサポートする科目を教育課程に設定するなど工夫し、高校でともに学び、交友を深めていく取組みです（現在、９校に設置）。「共生推進校」は、職業学科を設置する府立高等支援学校（本校：たまがわ高等支援学校・とりかい高等支援学校・すながわ高等支援学校）の共生推進教室を府立高校に設置し、共生推進教室設置校でのクラス授業を基本にしながら、週に1回程度職業に関する専門教科を本校で学習するなど、就労支援を特色としつつ、支援学校籍の生徒が、高等学校の生徒とともに学び、交友を深めていくものです（現在、６校に設置）。


　高校生活において、生徒たちが、お互いを尊重し、ともに学ぶことを自然にとらえ、支え合う姿勢をはぐくんでいます。








【参考】　（平成25年度アンケート結果より）


＜本人の学校生活の肯定感88％＞　　　＜3年生の「ともに学ぶ」　　　　　　＜保護者の肯定感89％＞


ことへの肯定感79％＞


�














� 「通級指導教室」とは、小・中学校の通常の学級に在籍する児童生徒が各教科等の学習は通常の学級で行いつつ、障がいに応じた必要な指導・支援を通級指導教室で受けることができる制度です。


� 「自立支援推進校」とは、知的障がいのある生徒が高等学校の学籍で、カリキュラムや授業内容を工夫し、障がいのあるなしに関わらず、高校でともに学ぶ取組みとして、平成18年度から制度化したものです。


� 「共生推進校」とは、支援学校の学籍で、職業学科を設置する知的障がい高等支援学校の共生推進教室を府立高等学校に設置し、両校の連携のもと、高等支援学校の生徒が、高等学校の生徒とともに学び、交友を深めていく取組みとして、平成18年度から制度化したものです。


�「リーディングスタッフ」とは、小・中学校への巡回相談、研修会の講師を務めるなど、府内の支援教育の中核となって指導的役割を果たす教員をいいます。


�「市町村のリーディングチーム」とは、市教育委員会担当指導主事・コーディネーター・通級担当者・支援学級担当者等、複数の関係者で構成する支援チームをいいます。


�「ＩＣＴ」とは、Information and Communication Technologyの略で、情報や通信に関する技術の総称をいいます。
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